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　国際会計基準審議会（以下，「IASB」）と米国財務会計基準審議会（以下，
「FASB」）の共同プロジェクトの一環として，主要な会計基準について抜本的
な改訂が進められている中で，収益の認識に関する基準についても新しい基準
の開発が進められている。そして，2008年12月にその基本的な方向性を示し
た「予備的見解1（以下，「DP」）」が公表された2。
　今回のDPでは，収益認識規準として現行で広く用いられている「実現・稼
得アプローチ」に変わる新たなアプローチとして，「資産負債アプローチ」に
よる収益認識が提案されている。周知のようにこれまでの会計基準設定のプロ
セスは，コストとベネフィットなどを勘案しつつ，経済社会のニーズおよび実
務からの要請を調整しながらなされてきた。しかし，今回のDP提案は，これ
までの収益費用アプローチから資産負債アプローチへ転換するという方針を保
ち，会計基準設定プロセスのパラダイムに革新的ともいえる変遷を促す可能性
を内包しているものであると思われる。なぜならば，資産負債アプローチすな
１　IASB, DISCUSSION PAPER Preliminary Views on Revenue Recognition in Contracts 
with Customers, 2008.12
　　「ディスカッション・ペーパー　顧客との契約における収益認識についての予備的見解」
IASB・ASBJ
２　当該プロジェクトは紆余曲折を経て今回のDPの公表に至ったが，その経緯については，
万代勝信「収益認識プロジェクトの概要」『企業会計』第60巻第8号 , pp.18-25に詳しい。         
わちバランス・シートの項目である資産と負債の変動から，インカム･ステー
トメントの項目である収益の認識を導くという次元の異なる考え方の試みがな
されている。ここにあるものは，いわゆる動態論から静態論への移行という単
純なものではないことは容易に想像できる。と同時に，この試みが採用されれ
ば，これまでにない会計システムのデザイン思考の前例を生み出すという新た
な会計基準設定プロセスが生起される反面，これに伴う新たな課題の惹起が予
想される。
　本論文は，DPの内容を概観したうえで，IASB／ FASBの共同プロジェク
トが提案する，新しい収益認識について検証し，それがどのような基本的性格
かを考察し，当該DPに内包する問題点と今後の収益認識に関する展望を模索
することを目的としている。
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　DPではFASBと IASB両ボードの収益に関する既存の定義であるFASB
（SFAC No.6 3）と IASB（IAS 18 4）を取り上げ，両者を併せた収益認識原則
に関する議論の焦点の帰結として，次のパラグラフから提案がなされている。
「顧客との契約においては，契約資産が増加したとき又は契約負債が減少した
とき（又は両者の組み合わせ）に収益は認識される。(par.2.35)」
　ここで述べられている「顧客
4 4
」とは，「企業の通常の活動のアウトプットを
表す資産（財又はサービスのような）を得るために当該企業と契約を締結した
３　「収益とは，財の引渡し又は製造，サービスの提供，又は企業の継続的で主要又は中心的
な活動を構成するその他の活動の結果としての，資産の流入又は資産の価値の増加又は負債
の精算（又はその双方）である (par.78)。」
　　FASB, Statement of Financial Accounting Concepts No.6, Elements of Financial 
Statement,, 1994
４　「収益とは，持分参加者からの拠出に関連するもの以外で，持分の増加をもたらす一定期
間中の企業の通常の活動過程で生ずる経済的便益の総流入をいう (par.7)。」
　　IASC, International Accounting Standards 18, Revenue Recognition, 1993         
当事者・・・。(par.2.21)」である。また，「契約」とは，「強制可能な義務を
生じさせる複数の当事者間における合意である。(par.2.11)（傍点筆者）」「合
意された条件が文書，口頭又は他の証拠のいずれの形であれ，その合意が当
事者に対して強制可能な義務を生じさせるものであれば，それは契約・・・。
(par.2.18)」である。そしてこの2つの定義と「契約資産・契約負債
4 4 4 4 4 4 4 4 4
」の関係
について，「顧客との契約は，企業に顧客から対価を受け取る権利をもたらし，
顧客へ（財やサービスの形で）資産を移転する義務を課す。権利と義務の組み
合わせ（すなわち権利と義務の正味のポジション
4 4 4 4 4 4 4 4
）は，企業の権利と義務の間
の関係に応じて単一の資産又は負債を生じさせる。もし，残存する権利の測定
値が残存する義務の測定値を超えていれば，契約は資産になる。同様に，残存
する義務の測定値が残存する権利の測定値を超えていれば，契約は負債となる。
この契約資産又は負債は，企業の残存する権利及び義務に対する契約における
正味のポジションを反映している。(par.2.23)下線・傍点筆者」であると述べ
られている。
　さらにDPでは「正味のポジション」と「収益認識」の関係について，「支
払によって顧客が履行をすると，企業は契約上の支払に対する権利を失うので，
契約における企業の正味のポジションは減少する。企業の契約資産は減少し，
あるいは企業の契約負債が増加する（資産の減少又は負債の増加は現金の増加
に対応する。）。しかし，1.18 項（FASB／ IASBの「既存の定義」
4 4 4 4 4 44 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
）の収益の
定義によれば，契約資産の減少又は契約負債の増加のいずれも収益認識につな
がらない。したがって，顧客による履行は企業による収益認識にはつながらな
い。(par.2.30)　傍点筆者」とした一方で，「契約における企業の正味のポジショ
ンは，企業が約束した財又はサービスを提供することによっても変動する。企
業が財又はサービスを提供してしまえば，その企業にはもはやその財又はサー
ビスを提供する義務はない。その結果，契約における企業の正味のポジション
は増加する。例えば，財又はサービスを引き渡すという残存する義務があるた
め，企業に契約負債がある（しかし，残存する権利はない）場合，企業が約束         
された財又はサービスを提供した時点で当該契約負債は減少することとなる。
企業が残存する権利及び義務の組み合わせから契約資産を有している場合，企
業が約束された財又はサービスを提供した時点で当該契約資産が増加すること
となる。この増加の理由は，企業の権利が不変であるのに対して義務が減少し
たからである。顧客による履行とは対照的に，企業の履行によるこれらの変動
は，企業の契約資産が増加又は契約負債が減少するため，1.18 項の収益の定
義により収益認識に結びつくこととなる。(par.2.31)」として，具体例が例示
されている。図表1は，これらの関係をまとめたものである。
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出所：(par.2.32)
　ただしDPでは，「契約開始時5」においては，「企業が収益を認識するに
は，企業の権利の測定値が企業の義務の測定値を上回っていなければならな
い。これは契約資産の増加であるため，収益認識につながることとなる。・・・
しかし，・・・契約開始時における契約資産及び収益の認識を排除している。
(par.2.33)」として収益認識は行われないものとしている6。なお，「・・・契
約における義務の充足は契約資産の増加又は契約負債の減少につながるため，
５　DPでは，企業が顧客と契約を締結する時点を，「契約開始時」と統一して表現している (DP,
注5)。
　　以下本論文においても，「契約開始時」と統一する。
６　履行義務の測定については，後述する。         
それは収益認識につながる。(par.2.34)」として，履行義務の充足
4 4 4 4 4 4 4
つまり遂行
がなされた時に収益を認識するものとしている。
　しかしながら，「履行義務」という語彙は「多くの会計基準でも採用されて
いるものの，履行義務の厳密な定義は存在しない7」し，その範囲も広く曖昧
である。そこで，DPでは以下のように履行義務の定義を提案している。
　「企業の履行義務とは，資産（財又はサービスのような）を顧客に移転する
という契約における顧客との約束である。(par.3.2)」
　さてここで，「資産の移転」
4 4 4
という表現であるが，　資産について，FASBと
IASB各々のフレーム・ワークでは，以下のように定義がなされている。
FASB（SFAC No.6）
・　「資産とは，過去の取引又は事象の結果として，特定の企業によって取得
又は支配されている，可能性の高い将来の経済的便益である。(par.25)」
IASB（財務諸表の作成及び表示に関するフレーム・ワーク）
・　「資産とは，過去の事象の結果として当該企業が支配し，かつ，将来の経
済的便益が当該企業に流入することが期待される資源をいう。(par.49(a))」
　こうした両ボードの定義の差異に対してDPは，「顧客が約束された資産を
有しているかどうかは「支配」によって決まる。しかし，FASBの資産の定義
では，顧客が約束された資産を有しているかは，顧客が「将来の経済的便益」
を支配又は獲得したかどうかによって決まる。対照的に，IASBの資産の定義
では，顧客が約束された資産を有しているかは，顧客が資産の基礎にある資源
を支配しているかどうかで決まる。(par.3.19)下線筆者」，「両ボードは，顧客
が約束した資産の基礎にある資源を支配しているとき，顧客は約束された資産
を有しているとすることを提案している。・・・。(par.3.20)」，つまり，企業
７　川西安喜「討議資料「顧客との契約における収益認識に関する予備的見解」」『会計・監査
ジャーナル』No.645,p.74          
がその資産を保有することがなく，顧客が約束の資産を保有した時点で企業が
履行義務を果たすという説明がなされている。
　そして，DPでは履行義務の当初測定に，「現在出口価値アプローチ」と「当
初取引価格アプローチ」の2つのアプローチを検討している。
　現在出口価格とは，「財務諸表日において独立した第三者に対して履行義務
を移転するとした場合に企業が支払を求められる金額・・・。(par.5.15)」である。
一方の当初取引価格とは，「約束された財やサービスと引換えに顧客が約束し
た対価によって測定すること・・・(par.5.25)」である。DPでは，現在出口価
格アプローチの欠点として，(a)収益認識のパターン，(b)複雑性，(c)誤謬のリ
スクをあげ当該アプローチの採択を却下し，当初取引価格アプローチの採択を
提案している。そして，「通常取引価格は，関連する履行義務を負うことと引
換えに企業が要求する金額を反映している。その金額は非明示的に，約束され
た財やサービスを顧客に移転するための企業の予想コスト，そのコストの時期
及びそれらの資産を提供するために必要となるマージンを含んでいる。出口価
格とは異なり取引価格は，契約獲得に係るコストを回収するために企業が顧客
に請求する金額及びそれに関連するマージンも含んでいる。(par.5.26)」とし
て当初取引価格アプローチの特性を示している。
　ここまでのDPの概観からDPで提案されている顧客との契約から収益認識
にいたるまでの処理は次の手順になると思われる。
1）顧客との契約
2）対価請求権（権利）と財貸・サービスの提供義務（履行義務）を測定
3）正味の契約ポジション（契約資産・契約負債）を計上
4）収益認識（履行義務の充足）
　資産と負債の変動から収益の認識を導き出すというこの処理手順は，明らか
に資産負債アプローチによるものである。もちろん資産負債アプローチがベー         
スとなっているから，伝統的な会計の基礎である「収益と費用の対応」という
概念は見当たらない。ここでは，正味のポジションという資産と負債のみがク
ローズアップされ，資産と負債の変動の説明変数としての役割を果たすと思わ
れる「費用」の認識を無視しているようにうかがえる。次に，「履行義務」と
いう企業の責務に焦点があてられているが，「「現行の稼得過程の完遂」を「履
行義務の充足」，さらにはその履行義務の対象である財・サービスの「支配の
移転」と言い換えているが，「支配の移転」も抽象度の高い概念であり，具体
的なケースの当てはめに際しては解釈の余地がある概念である，その解釈の仕
方の如何によって，同じ「支配の移転」という概念の下で，まったく異なる収
益認識のあり方が導かれる可能性もある8。」との指摘も当然のことである。ま
た，履行義務の充足のみをもって収益を認識するということは，例えば長期建
設工事やソフトウェア開発等の請負契約に関する「工事進行基準」を否定また
は例外化することとなる。これが将来のキャシュフローの予測にどのように役
立つのかが不明確である。こうした矛盾点は，将来のキャッシュ・フローの予
測に資する情報の描写という財務報告の目的，ひいては，概念フレーム・ワー
クとの整合という問題に波及する可能性をも内在していることも否定できな
い。
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　ここで設例を用いて，DPで検討されている2つの測定アプローチ・モデル
である「現在出口価値モデル」と「当初取引モデル」について上述の疑問点の
検討をおこなう。
８　企業会計基準委員会（ASBJ）「ディスカッション・ペーパー「顧客との契約における収
益認識の予備的見解」に対するコメント」，2009.6.19，23項         
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貨幣単位：省略
前提：ペインター社は，商業用・個人用の住宅に塗装サービスを提供する請負業者で
ある。
　　　貨幣の時間価値は無視する。
　　　ペインター社は月次決算を行う
6/25 ペインター社―顧客間で，顧客の住居を塗装する契約を 3,000 で締結した。
契約価格には，ペインター社の塗料の原価 800 が含まれている。
ペインター社の労務費およびその他の経費は 1,600 である
顧客は塗料を取得する権利を得るのではなく，塗料と塗装サービスを一
緒に購入することになる。ただし，顧客には塗料を取得する権利が付与
されている。
6/30 契約の完了に必要な塗料が顧客の住所に引き渡される
7/1 ～
7/3
ペインター社は塗装サービスを行う。
契約条件に従い，住宅の塗装の完了と同時に顧客は対価の金額を支払う。
（出口価値モデルの追加的情報）
 ・契約開始時点で，下請け業者が塗料と塗装サービスを提供すると仮定した場合の市
場価額の見積額：2,800（うち，塗料800，塗装サービス2,000）
 ・市場参加者による契約の管理と履行の保証料の見積額：契約開始時100，塗料提供
時75
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⃻࿷಴ญଔ୯ࡕ࠺࡞ ᒰೋขᒁଔᩰࡕ࠺࡞
当初 6月末 7月末 合計 当初 6月末 7月末 合計
収益 100 825 2,075 3,000 収益 ― ― 3,000 3,000 
原価（費用） ― （800）（1,600）（2,400） 原価（費用） ― ―（2,400）（2,400）
利益 100 25 475 600 利益 ― ― 600 600 
現預金 ― （800） 600 現預金 ― （800） 600 
在庫 ― ― 在庫 ― 800 ―
契約資産 100 925 ― 契約資産 ― ― ―
剰余金 100 125 600 剰余金 ― ― 600 
９　設例の数値および解釈については，
　辻山栄子「IFRSディスカッション・ペーパー　「財務諸表の表示」及び「収益認識」の解説」
日本証券アナリスト協会，2009, pp20-31
　を参考・引用した。なお，一部筆者が簡略した。
10　DP公表に至るまで，収益認識の新しいモデルとして「公正価値モデル→測定モデル→現
在出口価値モデル」「履行価値モデル→配分モデル→顧客対価モデル→当初取引価格モデル」
として改称されていると思われるが，本論文においては，前者を「現在出口価値モデル」，
後者を「当初取引価格モデル」として統一して表記する。         
⃻࿷಴ญଔ୯ࡕ࠺࡞
①ペインター社は，契約開始時に，
契約請求権 3,000
市場平均で見積もった履行義務 （―）2,900
　　（内訳）　　　塗料 （800）
　　　　　　　　塗装サービス （2,000）
　　　　契約開始時管理保証料 （100）
正味のポジション（契約資産） 100
として，出口価格としての契約資産が発生しているとみる。と同時に，資産の
増加が発生しているので収益100を認識する。
②6月30日にペインター社は塗料を800で取得し，これを顧客に提供したので，
契約請求権 3,000
市場平均で見積もった履行義務 （―）2,075
　（内訳）　　　　塗装サービス （2,000）
　　　　塗料提供時管理保証料 （75）
（-）既認識済み収益 （―）100
正味のポジション（契約資産） 825
収益825を認識する。この時点で，塗料購入のために現預金を800減少してい
るが，累計で925の契約資産を獲得していることになる。
③7月31日，ペインター社は塗装を完了し，このサービスに関連するすべての
支払いを受け，すべての権利義務から解放されたので，
契約請求権（受領現金） 3,000
既認識済み収益 （―）925
すべての権利義務の解放 2,075
同時に契約請求権も履行義務も消滅するため，正味のポジションはゼロとなり，
契約請求権3,000と契約資産（既認識済み収益の合計）925の差額である2,075
が収益として認識され，同時に，費用1,600が認識される。         
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　当初取引価格モデルは，「約束された財やサービスと引換えに顧客が約束し
た対価によって測定すること・・・(par.5.25)」である。
①　この設例では，塗料と塗料サービスの履行義務はひとつの履行義務と考え
られている。また，契約締結時の権利と義務が等しいため正味のポジション
はゼロである。したがって，収益の認識はない。
②　6月30日，ペインター社の履行義務はそのまま残されているから，顧客に
塗料を引き渡しても，取得した塗料800が在庫として記録されるのみで収益
の認識はない。
③　7月31日，ペインター社は塗装をすべて完了したので，履行義務のすべて
を履行したことになり履行義務は消滅する。そして現金で受領した対価額
3,000が収益として認識され，同時に塗料800と塗装サービス費1,600の合計
額が費用として認識される。
　両モデルの差異は，あきらかに契約開始時の収益認識上の差異であるが，毎
期末の出口価格で再測定すれば，両者の差異は生じない11。この両モデルが共
通しているところは，履行義務を契約時から意識していることであり，履行義
務の充足（遂行）をもって収益認識を行うということである。これは「DPに
おいては今回，顧客対価による履行義務の測定が提案されているものの，それ
はむしろ派生的な問題であって，この提案の根底には，顧客対価（というグロ
スの金額）をどのようなタイミングで収益として認識していくのかという問題
11　「重要で不利な状況の変化により履行義務の測定値が不適当であることが示唆される場合
には，企業は履行義務を上方に（増額する方向に）再測定しなければならない。つまり，履
行義務の帳簿価額※が，顧客に財やサービスを提供するという企業の義務を忠実に描写して
いない場合には，履行義務は上方に再測定されなければならない。(par.5.18)」
　※「帳簿価額とは認識された正味の契約ポジションに含まれる履行義務の測定値である。」
というように，原則当初認識後の履行義務の再測定は提案されていないようにうかがえる。          
意識ではなく，対価請求権（権利）と履行義務の差額としての正味のポジショ
ン（正であれば契約資産，負であれば契約負債）を収益として認識していくと
いう従来モデルとは本質的に異なる発想が横たわっている12。」という指摘が
このことを明白にあらわしている。現行の規準である「実現・稼得アプローチ」
との大きな相違は，こうした発想の違いであろう。
　現行モデルである「実現・稼得アプローチ」では，収益は実現や稼得の規準によ
り認識される。例えば，実現・稼得以前に契約の対価を授受していた場合，収益認
識は行われず，その残高はバランス・シートにおいて資産に繰越される。これに対
して，提案モデルでは，顧客との契約から生じた対価請求権（権利）と財・サービ
ス等の履行義務を測定し，その測定値のネット額である正味のポジションを（契約
資産・契約負債）としてバランス・シートに計上する。つまり，早期に資産および
負債を認識･測定し，その履行義務の消滅をもって収益を認識する結果となる。
　ここで当初取引価格モデルと実現・稼得モデルの違いを今一度考察してみよ
う。この場合，当初取引モデルでは，顧客対価が履行義務という負債に配分され，
その履行義務の充足つまり当該義務の遂行または消滅をもって収益が認識され
る。ここで負債の変動を決めているのは履行義務の遂行である。しかし，負債
の変動が収益の認識を導いているのではなく，履行義務の遂行による収益認識
の結果として資産と負債の認識額が決まるという点では，当初取引価格モデル
と実現・稼得モデルは共通しているともみることができる。これは前章の指摘
と同様に，実現・稼得モデルにおけるところの，「収益を履行義務」，「稼得過
程を履行義務の充足過程」と言い換えたに過ぎないとの指摘もある13。こうし
た観点からは，DPでは採用が却下されてはいるが，資産と負債の測定値の変
動の結果により収益の認識額を決定する出口価値モデルのほうが，賛否は別と
して，これまで IASB／ FASB共同プロジェクトが模索してきた考え方の根底
にある本質に合致しているように思われる。このことは，出口価値モデルの方
12　辻山栄子 ,同上
13　辻山栄子 ,同上           
が理論的には整合性がとれており，出口価値モデルが将来的に採用される可能
性を完全に否定できないことを意味している。
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　DPでは，履行義務の測定について「財務諸表日において履行義務を充足する
ために要求される資産の金額を測ることを意味する。(par.5.8)」と述べつつ，履
行義務を当初取引価格で測定し，「契約開始後，・・・，履行義務の測定値を更新
するべきではない。(par.5.105)」という矛盾した提案がなされている。要するに，
履行義務をキャッシュ・アウトフロー（＝コスト）で測定すると述べつつ，顧客
対価額というキャッシュ・インフローで測定し，原則として事後の再測定は行わ
ないとの結論を導いているのである。このようなことになるのは「DPが「収益
認識の会計処理」としての顔とともに，「権利義務の会計処理」としての顔ももっ
ているのではないか・・・14。」との見解からもDPの別の側面をみることができる。
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DP 提案の 2つの側面 履行義務の測定 提案の性質
(A) 権利・義務
の会計処理の
側面
①契約締結時を契機と
して
②権利義務の測定（グ
ロス）とB/S表示（ネッ
ト）を求める
③測定のアップデート
が必要
（基本的な考え方）
「遅行義務測定の目的」
等
①キャッシュアウト・
フロー側での測定
②事後の再測定が原則
現行システムにない，
「新しい提案」
(B) 収益認識会
計処理の側面
①履行義務の充足を契
機として
②取引の成果（グロス）
たる顧客対価を収益と
して認識
（予備的見解として採用
された方法）
「顧客対価測定アプロー
チ」
①顧客対価（キャッシ
ュ・インフロー側での
測定）
②事後の再測定なしが
原則
収益の性格自体は，現
行システムと本質的に
変わらず
①収益総額＝顧客対価
額
②契約締結をしただけ
での収益認識否定
③履行義務の充足に
よってのみ収益認識
14　豊田俊一・中條恵美「IASB／ FASB収益認識プロジェクトの概要」日本証券アナリスト
協会勉強会資料，2009.4.20,ｐ .5
15　出所　豊田俊一・中條恵美，同上，p.6          
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　DPでは「企業の履行義務を測定することのもう1つの目的は，包括利益計
算書において契約における企業の業績を描写することである。(par.5.10)」で
あると述べられている。そして，「既存の基準では，企業は一般的に，「稼得
かつ実現」並びに契約の「進捗度」などの規準を用いて業績を認識及び測定
している。・・・。(par.5.11)」として現行の収益認識の規準を説明したうえ
で，「対照的に，提案している収益認識モデルでは，企業はまず契約資産又は
契約負債を測定し，次に，ある財務諸表日から次の財務諸表日にかけての契約
ポジションの測定値の変動から契約の業績を評価する。・・・。(par.5.12)下線
筆者」というように，包括利益計算書に表示される「業績」は，資産と負債の
期間差額として，バランス・シートから導かれるという姿勢を示唆しているよ
うに受け取ることができる。また，「企業の契約の業績を算定するために契約
資産及び契約負債の測定を基礎とする収益認識モデルは，財政状態計算書が包
括利益計算書よりも重要であると示唆することを意図しているわけではない。
(par.5.13)」とは述べながらも，DPでは，「企業の義務の描写」つまり，「顧客
に対して財やサービスを移転するという約束から生じる企業の現在債務を描写
すること。(par.5.8)」という履行義務の測定目的から，履行義務の測定は「財
務諸表日において履行義務を充足するために要求される資産の金額を測ること
を意味する (par.5.8)」とされている。要するに，資産と負債の期首・期末の差
額として「業績」を導出するという姿勢が表明されているのである。
　しかしながら，DPではこうした表明に反して，先述したように履行義務の
測定に取引価格アプローチを採択し，現行の実現・稼得アプローチと実質変わ
りが無いようなアプローチを採択するという，一見矛盾とも思える提案の結果
となっていることを看過してはならないであろう。
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　最初にDPのパラグラフについて，ここにある専門用語の意味を考察しなが          
ら，DPが提案する新しい収益認識モデルの仕組みを概観した。そして新しい
収益認識の基本原則は，企業が顧客との契約の上で生じる履行義務を「正味の
ポジション（契約資産・契約負債）」としてとらえ，履行債務の充足（遂行）をもっ
て生じた契約資産の増加，契約負債の減少，又は両者の組み合わせが収益認識
額となるというものであった。
　次にDPでは，履行債務の測定方法として，「現在出口価値モデル」と「当
初取引価格モデル」という2つのモデルが検討されており，両モデルの比較を
行った。その結果，「現行の稼得過程の完遂」を「履行義務の充足」，さらには
その履行義務の対象である財・サービスの「支配の移転」，「収益を履行義務」，
「稼得過程を履行義務の充足過程」と言い換えたに過ぎないとの指摘にあるよ
うに，当初取引モデルは現行規準である実現・稼得モデルと同類型のものでは
ないかとの検証結果を得た。反面，現在出口価値モデルは当DPが提案する原
則により近いものではなかろうかとの判断に至った。しかしながら，DPで採
用されているモデルは，現行規準に近い，当初取引価額モデルであり，結果的
に IASB／ FASB共同プロジェクトがこれまで検討してきた原則との間に矛盾
が生じる結果となっていることが確認できた。
　さらに，DPについて観察を加えた結果，DPの提案には収益認識のほか，「権
利・義務の会計」という側面を持ち合わせているのではないかとの結果を得
ることとなった。しばしばプラグマティック (pragmatic)なUSGAAP対して，
IFRSs
16は論理演繹的方法 (deductive approach)を採っていると比較されるが，
こうしたDP提案の結果がこのアプローチにより会計基準を設定することの限
界を示唆しているとも見ることができる。したがって，この考え方から生ずる
例外についても，原則ベース（Principles-based）を標榜する IFRSsの基準設
定そのもののあり方が今後問われるかもしれない。
　最後に，DPでは「業績」についても触れられており，「財政状態計算書が
16　本論文では現行基準である，IAS (InternationalAccountingStandards) とIFRS (International
Financial Reporting Standards)を総称して，「IFRSs」とする。          
包括利益計算書よりも重要であると示唆することを意図しない17」と明示しな
がらも，期中の資産と負債の変動をもって業績を算出するという，考えがある
ことが確認できた。このことは IASB／ FASBで並行して進められている，「新
たな概念フレーム・ワーク」「財務諸表の表示」に関するプロジェクトと如何
にして整合をとりながら作業を進める必要があることは改めて述べるまでもな
い。
　2009年現在，IFRSsへのコンバージェンス国は日本のみとなっている状況
の中で，同年6月に企業会計審議会から「わが国における国際会計基準の取扱
いについて（中間報告）」が公表され，日本のアドプションつまり，IFRSsの
強制適用が現実的となってきている。今回のDPの提案はこれまでの日本の現
行規準と比較して明らかに異なるものであることも事実である。今回のDPを
含めて，今後の国際的な会計基準を取り巻く情勢の変化に注視しなければなら
ない18。
17　ここでは，「財政状態計算書」「包括利益計算書」をそれぞれ，米国基準 (SFAC130)で用
いられている「貸借対照表」「損益計算書+包括利益計算書」として解する。
18　今回のDPではこの予備的見解についてのコメント（期限2009年6月19日）を募集してい
る。本論文では割愛したが，以下がわが国の会計に関連する代表的な機関のコメントである
ので参照されたい。
　　ASBJ（企業会計基準委員会）「ディスカッション・ペーパー「顧客との契約における収
益認識の予備的見解」に対するコメント」，2009.6.19
　　URL：https://www.asb.or.jp/asb/asb_ j/international_issue/comments/20090619.pdf
　日本証券アナリスト協会「討議資料「顧客との契約における収益認識の予備的見解」につい
ての意見書」，2009.6.19
　　URL：http://www.saa.or.jp/account/account/pdf/iasb_comment.pdf          
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